
0

最初にお尋ねします

90年代初頭のバブル経済崩壊以降の日本の
平均実質経済成長率（1人当りでも）は１％弱で

すが、なぜそれほど低迷しているのでしょうか（
米国は3％程度）？企業の責任でしょうか？政
府の責任でしょうか？

日本の経済・社会における当面の大きな課題
は何でしょうか？物価の抑制でしょうか？デフレ
脱却でしょうか？賃金の上昇でしょうか？人口
高齢化への対処でしょうか？
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ガバナンス研究科

田 中 秀 明
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１－１ 世界経済に占めるGDPシェア
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１－２ １人当り名目GDPの順位

（出所）IMF World Economic Outlook(April 2024) Ratio＝2023/2000
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１－３ 日本：潜在成長率の内訳
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（出所）内閣府「中長期の経済財政試算」 (2025年1月17日)   

※TFP: Total Factor Productivity UEG: Underlying Economic Growth

バブル経済の崩壊：1991年

アベノミクス：2012～20年
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１－４ １人当り賃金

厚生労働省「2022年賃金構造基本統計調査」
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１－５ ＩＭＤ国際競争力ランキング①

※International Institute for Management Development "World Competitiveness Indicators"

0

5

10

15

20

25

30

35

40

R
a
n
k
i
n
g

Japan China

Korea 2023:28th →2024:20th



8

１－５ ＩＭＤ国際競争力ランキング②

※International Institute for Management Development "World Competitiveness Indicators"

Japan: Competitiveness Landscape 2024
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１－６ 世界の時価総額ランキングトップ50

１９８９ ２０２４

日本 ３２ １

アメリカ １５ ３１

イギリス ３ ２

フランス ０ ３

中国 ０ ４

スイス ０ ２

台湾 ０ １

韓国 ０ １

※トップ50に入る会社の数

※Startups Journal
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１－７ アベグレンの「日本的経営」

「メンバーシップ型雇用システム」が限界に

１．日本の大小の工場を訪問調査し、日本的経営を分析
２．日本的労使関係＝終身雇用、年功賃金、企業別組合
３．米国の工場と異なり、日本では終身コミットメント(lifetime 

commitment)が重視 （年功賃金と賞与や福利厚生による
動機づけ、OJTによる訓練、家族的な組織）

４．日本の工場の生産性は米国の工場の20%程度

James C. Abegglen (1958)"The Japanese Factory"=『日本の経営』(1958年)
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２－１ 先進諸国の人口推計

（出所）OECD Population Projections
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OECD(2024) Society at A Glance 2024中位値（メディアン）の者の所得の半分しか得ていない者の割合

２－２ OECD諸国の相対的貧困率（2021年）
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Gini Coefficient of household disposable income , Gap between highest 10% and lowest 10%
OECD(2024) Society at A Glance 2024

２－３ OECD諸国の不平等（2021年）
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２－４ OECD諸国の公私の社会支出
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２－５ 補償的支出VS投資的支出（対GDP比）

15（出所）OECD Social Expenditure Database等に基づき作成
補償的支出：年金＋失業 社会的支出＝家族＋積極労働＋教育
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２－６ 高等教育支出の対ＧＤＰ比 2021年

（出所）OECD Education Databaseに基づき作成
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２－７ 一般政府支出における高等教育支出の割合
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２－８ ＩＭＤ World Talent Ranking 2024

Japan

（出所）International Institute for Management Development "World Talent Ranking 2024"
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２－９ 人口100万人当りの博士号取得者数

（出所）National Institute of Science and Technology Policy “Science and Technology Indicators 2024”
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２－１０ 管理職に占める女性の割合

労働政策研究・研修機構『データブック国際労働比較2025』
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２－１１ 男女間賃金格差

労働政策研究・研修機構『データブック国際労働比較2025』
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２－１２ 成人の正式な教育・雇用訓練への参加率

（出所）OECD(2021)Creating responsive adult learning opportunities in Japan 元のデータはSurvey of Adult Skills (PIAAC), 2012 and 2015.
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２－１３ リスキリングへの姿勢

（出所）PwCコンサルティング「デジタル環境変化に関する意識調査」（2021年版）
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２－１４ 同じ職同じ会社にとどまる年数

（出所）OECD(2021)Creating responsive adult learning opportunities in Japan、OECDの調査に基づく
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２－１５ 企業の教育訓練への支出

（出所）厚生労働省「令和5年度能力開発基本調査」

Ｏ Ｆ Ｆ － Ｊ Ｔ に支出した費用の労働者一人当たり平均額
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３－１ 社会の変化と新しいリスクへの対応

経済や社会の構造変化
資本移動の活発化、国際的な産業競争、脱工業化、
失業の恒常化、人口高齢化、女性の就業率の増加等

↓ ↓ ↓
福祉国家が直面する新しいリスク
非正規雇用・未熟練労働・若年失業者等の増加
不平等の拡大、ワークライフバランスの必要性

ビスマルク型国家

・インサイダー（正規雇用）とアウト
サイダー（非正規）の分断、保険
制度が前者を保障
・男性片働きと女性による子ども
や高齢者のケアの伝統
・オランダは例外的に変革

北欧諸国：「フレキュシュ
リティ」

・弾力的な労働市場
・手厚い失業手当
・積極的雇用政策（訓練や教育）
・一般財源による施策の拡充

英語圏：「ワークフェア」

・失業者や低所得者への現金給
付の削減
・租税システム（給付付き税額控
除等）を通じて働くインセンティブ
を付与
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３－２ 急速な人口減少（特に働き手の減少）

（出所）国立社会保障・人口問題研究所（2023）「日本の将来推計人口」（中位出生・中位死亡）に基づき作成
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３－３ 老後期間の伸張

経済産業省「2050年までの経済社会の構造変化と政策課題について」

漫画「サザエさん」
は1946年に初め

て新聞に連載され
たが（テレビアニメ
は1969年開始）、
家族の年齢は？
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３－４ 主要国の一般政府総債務残高

29OECD Economic Outlook No115 Dec 2024
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３－５ 日本の一般政府収入の推移

（出所）OECD Revenue Statisticsに基づき作成 30
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３－６ 総所得階級別の年金保険料負担率
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３－７ 所得税と社会保険料の負担率

（出所）OECD Taxing Wages 2025に基づき作成 32
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３－８ 一般財源の各制度への投入

33

一般財源の総額（国・地方計）：2022年度 64.2兆円

（出所）国立社会保障・人口問題研究所（2022）「令和４度社会保障費用統計」に基づき作成
帯グラフの中の数字は一般財源の金額（兆円）
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３－９ 名ばかりの保険制度

34
（出所）社会保障・人口問題研究所「社会保障給付費統計」（2022年度）に基づき作成、数字は兆円
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３－１０ 人口減少と人的投資

35

１．急速に進む人口減少を乗り越えるためには、国民１人１人
がスキルや能力を身に付けて、可能な限り長く働くことが必要。

２．そのためには、人への投資が不可欠であるが、日本は極め
て人的投資が不足している。日本の義務教育の水準は世界的
にみて高いが（PISAによる評価）、高等教育についてはそうで

はない（大学ランキングなど）。大学進学率は高いとしても、社
会人の学び直しは極めて少ない。こうした状況では、AIなどの
産業構造に変化に対応できない。

３．人的投資が少ないのは、国・地方の収入が逆進的な社会保
険料に過度に依存し、一般財源（税）が足りないからである。

また、年功序列の人事システムが根強く、個人が自らキャリア
を発展させる意識に欠けている。

→では、どうすればよいか？
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４－１ おわりに

税・社会保障一体改革が必要

①社会保険料の一部を社会保障目的税（所得税）へ振り替える
②基礎的な社会保障（基礎年金・地域医療と介護）は、個人が能
力に応じて負担する社会保障目的税で賄う
③所得税について、所得控除から税額控除に変更し、その累進
性を回復させる。社会保障目的税の負担は税額控除により軽減
④基礎的部分を超える保障は、公的・私的保険で対応
⑤雇用保険と労災保険の保険料は全額雇用主が負担
⑥医療・介護を効率化するとともに、所得税の累進性を高めるな
どにより財源を確保し、教育などの人的投資を大幅に拡充

→正規・非正規など働き方に関わらず、基礎的な給付・サービ

スは保障し、それは能力に応じて負担
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４－２ 今後の人生のモデル（グラットン）

リンダ・グラットン（ロンドンビジネススクールマネジメント実践教授）資料（人生１００年時代構想会議、2017年9月11日）
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４－３ プロフェッショナルに向けて

「日本経済新聞」（2020年3月25日）

提言の骨子

①20～30歳代の若手従業員が自身のキャリア、ス
キルの棚卸しや市場価値の把握を無理なく行える
ようにするため、独立・中立的なキャリアコンサル
タントの企業内への配置を義務化せよ。

②自己啓発の促進に向け、従業員が希望すれば
就業時間の10％を自己啓発に充てることを認める
「10％ＯＫルール」の導入を企業に義務付けよ。

③従業員がスキルを磨ける制度の充実を各社に
促すため、企業ごとの取り組み状況を横並びで比
較できるウェブサイトを官公庁などが作成せよ。
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４－４ 明治大学公共政策大学院

専門職大学院「ガバナンス研究科」

人材養成その他教育研究上の目的

ガバナンス研究科ガバナンス専攻は、公共政策学の研究と教育を通して、地域住民と自治体によ
る政策創造を支援するとともに、地域の政治・行政に携わる首長・議員などの政治家、公務員、市民
社会の担い手である市民、企業人、NPO・NGOなどの非営利組織の職員、様々な専門分野で社会
貢献するプロフェッショナル、そしてこれから公共政策分野でのキャリアを目指す人や公務員志望の
卒業生を対象に、高度な専門知識と政策立案能力、社会における調整力と問題解決能力及び国
際的な視野を備えた職業人を育成することを目的としています。
公共政策学とは、国の内外における公共的課題の現状分析と情報収集を基に政策創造を行うと

ともに、政策効果を確実なものとするための政策実施、政策評価を実践するための学知及び技法
知を追求するものです。それはまた公共的課題を解決するための政策の立案・決定に至るプロセス
を改善し、目的合理的なプロセスの改編を考え、政策目的の実現可能性や障害の有無・原因を検
証し、優れた政策形成と政策展開が行われるガバナンスの在り方を研究する学問でもあります。
本研究科ガバナンス専攻は、その教育課程において、このような一連の政策形成・展開過程に即

して、大学院生に分かりやすく、また政策創造能力・政策実施能力・政策評価能力が涵養されるよう
に編成されており、既存の政治学・行政学、経済学・財政学、法律学等の分野を統合した総合科学
である公共政策学における専門職のための教育・研究を行います。
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４－５ 専門職大学院の意義

プロフェッショナルの
ネットワーク（仲間づくり）

生涯教育とスキルの向上
①問題の分析能力
②論理的・批判的な思考能力
③協働の社会運営の知見と技法
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